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1 はじめに一テーマとしての「社会磨浴vと関連する磨覧･

 経済学部に勤務して14年半になり本日が最終の講義となります。最終講義

ということで，本日は学部長をはじめ同僚の先生，他学部の先生，同僚の研

究者仲間や卒業生も出席いただき感謝いたします。私は本学部でこれまで，

労働磨浴C社会保障磨翌�?Sに学部，大学堰?経済学研究科，東アジアあ研究

科)において講義ゼミを開講してきました。

 経済学部の五つの学科の中の経済磨頼w科は学士は磨頼wということでいわば

磨頼w部と同じ学士(磨頼w)をもって卒業することになります。磨頼wのみなら

ず経済学の素養をもって卒業できることを特徴としているところ経済磨頼w科

のユニークさがあります。講義を受講する学生は経済磨頼w科のみならず，経

済，経営，国際経済観光政策の学科の学生も多く受講してきました。学生

の知識は職業生活上は不可欠な知識といってよいでしょう。そのこともあっ

てかこれまで平均して毎年200名を超える受講生が講義を聞いてくれました

が，はたして期待に応えるだけの講義であったかは今日になっても自問して
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おります。

 私の講義の仕方はできるだけ日常生活で現実に起きていることを材料にし

て行うことにしてきました。とくに労働関係についての裁判などの最新の新

聞記事を使って問題をみた上でテキストで磨欄I問題を考えながら確認すると

いうやりかたを行ってきました。あとでも触れますが，時には私が関わった

実際の労働紛争(あっせん，調停，不当労働行為の審査など)をアレンジし

て問題を考えるということもしました。これは学生諸君に今起きている問題

にまず関心と興味をもってもらい，磨欄Iな理論を考えてもらうということを

狙ったものですが，非常に効果的であったと思っております。

 また講義において出来るだけ学生諸君に自分の考えを述べてもらうという

やりかたも一貫して行ってきました。それは受講者名簿の中からアトランダ

ムに何人か当てて自分の意見を述べてもらうということです。このやりかた

は本来，ゼミで行う方磨翌ﾅすが，講義においても学生諸君の注意力や発言力

を引き出す上で，とくに居眠りや私語を無くすには意味のあることであった

と思います。このような私の講義について，はじめのうちは戸惑いを隠せな

い学生諸君もそのうちに慣れてきて良く発問に応えてくれるようになってい

くようになりました。講義において，このような対話形式を取り入れるとき

に一つの約束事をルールとしておりました。その約束，ルールとは，私の発

問に対して「わかりません」という言葉はタブー，禁句である，この講義の

場では言ってはならない言葉であるということです。「わからない」ものは「わ

かりません」と言うしかないではないかという常識というか通念はこの講義

においては通用しない。「わかりません」というがその中身は，1. 聞いて

いませんでした，(何故？居眠りか，ボーつと瞑想していたか)2. 質問の

意味が理解できない，3. 考えてもわからない，のいずれかであるわけです。

1なら論外，退出していいよと。2なら改めてこういうことを質問している

と話して応えてもらう。3なら2分くらいの時間をあげるから考えて応えて

もらいましょう。このような対応をする。このやりかたに学生諸君がが慣れ

てくると，講義中の私語は無く良く聞いてくれるようになったことは事実で
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す。問題を考えて納得できたものは身について残るものです。今この講義を

きいてくれている学生諸君にとっては，このルールは当たり前，常識になっ

ていることに感謝したい。

 まえおきが長くなってしまいましたが，本日のテー一…マ「社会磨翌ﾆ関連する

磨浴vについて，社会磨翌ﾆはどういう磨翌ﾈのか，労働磨翌ﾆ社会保障磨翌ｪここで

言う社会磨翌ﾅあり，それと憲磨浴C民磨浴C刑磨浴C行政磨翌ﾈどの基本的な磨覧･が

どのように関連したり交錯していているのかについて具体的な問題を取りあ

げながらみていぎだい。

皿 社会磨翌ﾆはどのような内容の磨翌ﾈのか

 本学部の経済磨頼w科においては，憲磨浴C行政磨浴C民磨浴C刑磨浴C商磨浴E会社

磨浴C訴訟磨翌ﾆいういわゆる基本六磨欄Iな科目のほかに，磨頼w，磨欄N学，社会

磨浴C経済磨浴C税磨浴C知的財産磨翌ﾆいった科目も開講している。これだけの開

講科目は専任教員のほか弁護士・実務家を含めた非常勤講師の方で担当して

いただいている。これだけ充実した磨頼wを学ぶことのできるのは山口県下に

おいては本学部のみである。この中で私の講義している社会磨翌ﾆいう科目は

これまで雇用関係磨浴C労使関係磨浴C社会保障磨翌ﾆいう科目名で最近まで二人

の教員によって分担しつつ開講されてきた。雇用関係磨浴C労使関係磨翌ﾍ科目

名として「労働磨浴v1，Hとして開講されることもあり，「労働磨浴vと「社

会保障磨浴vとは二人で交互に分担して講義されてきた。そのうち一人が他大

学へ転任することとなりその補充がないままに，一人で科目を担当すること

になって開講単位数が半分となり，労働磨浴C社会保障磨翌ﾆいう科目名を「社

会磨浴vということに統一して現在に至っている。幸いなことに私の定年退職

後には後任の教員を採用することが決まっており「社会磨浴vという科目は，

今後とも本学部では専任教員によって講義とゼミが行われることになってい

る。日本における伝統のある経済学部においては戦後から今日にいたるまで

労働磨翌ﾌ講義が開講されてきた。本学部においても同様な教育方針が維持さ
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れることとなった。

 ところで「社会磨浴vという科目についてであるが，それは「労働磨浴vと「社

会保障磨浴vとを含めて呼称しているのである。しかしながら労働磨浴C社会保

律があるわけではない。この点では行政磨浴C経済磨浴C知的財産権磨翌ﾆ同じよ

うに様々な磨覧･をその内容と性質から理論的観点にまとめて学科目としたも

のである。実際にどこの出版社でも良いが手元の六磨翌�ﾝてみるとこのこと

が良く理解できるであろう。憲磨浴C民磨浴C刑磨浴C会社磨翌ﾆいう名称の磨覧･が

律は，代表的なものをみると労働基準磨浴C労働組合磨浴C労働者災害補償保険

磨浴C雇用保険磨浴C健康保険磨浴C年金保険磨浴C生活保護磨浴C社会福祉磨翌ﾈどの

磨覧･である。そして労働基準磨翌笘J働組合磨翌ﾍ「労働磨浴vとして，健康保険

磨?医療)や年金保険磨?年金)，生活保護磨翌ﾍ「社会保障磨浴vとしてその

内容と性格から区分されている。

 このように労働基準磨翌ﾈどの労働関係の磨覧･を「労働磨浴vとして，医療や

年金保険，生活保護や社会福祉の磨翌�u社会保障磨浴vとしてくくり，この労

働磨翌ﾆ社会保障磨翌ﾌ両分野の磨翌�ｹせて「社会磨浴vとしてとらえているので

ある。さらに憲磨浴C行政磨翌ｪ「公磨浴vとして，刑磨翌竚Y事訴訟磨翌ｪ「刑事磨浴v，

民磨浴C会社磨翌ｪ「民事磨浴vあるいは「私磨浴vとされているのと同じレベルで

のくくりかたが「社会磨浴vというとらえかたである。いま述べたことは個々

の磨覧･科目を学んだうえで深く理解できることとなるが，個々の磨覧･科目を

学ぶ前に，磨頼w概論としてはじめに学ぶことで概括的に理解できるように

なっている。

 労働磨翌ﾆ社会保障磨翌ｪ社会磨翌ﾆしてまとめられること，公磨浴C私磨浴C刑事

磨翌ﾆいう括り方と同じレベルで社会磨翌ﾆいうとらえかたがされている。公磨浴C

私磨浴C社会磨翌ﾆいう同じレベルでの磨翌ﾌ括り方は磨翌ﾌ展開という歴史的な流

れの中でできてきたものであり，理論的には公磨翌ﾆ私磨翌ﾆは区別される社会

磨翌ﾍ，公磨翌ﾆ私磨翌ﾆの交錯する問題が多く生じることになる。国家・行政と
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国民・市民との関係を規律する磨?公磨?，国民・市民同士の関係を規律す

る磨?私磨?と異なり，社会磨翌ﾍ労働磨翌ﾉみるように労働者と使用者という

私人間同士の関係という本来は私磨頼ﾖ係(民磨翌�?Sとした私磨浴C民事磨翌ﾌ

世界。市民磨?として規律していたものを新たな立磨翌ﾉよって国家が関与，

介入するところに成立した磨浴Cこのような磨翌ｪ社会立磨浴C社会磨翌ﾆされるも

のである。

2 民磨?私磨?における雇用労働関係

 このことを労働磨翌ﾌ展開とその内容から具体的にみてみよう。この社会で

生活していくためには働いて所得・収入を得ることが基本である。日本の人

口の約半数が働いており，そのうち5400万人が雇用労働関係にある。さらに

雇用関係に入れずに失業者も300万人前後で推移している。雇用労働関係は，

雇われて働く人(労働者)と雇う人(使用者，会社)というとの契約関係で

ある。この雇用関係が契約によって成立するという基本は資本制市場経済社

会の形成から今日までも変わらない。これからも社会が存続する限り変わら

ないといえる。変わっていくのは働き方のスタイルであり，またこの雇用・

労働関係を規制する磨欄I関係である。

 私磨翌ﾌ中心ともいえる民磨翌ﾉおいては，この雇用関係は自由・平等・独立

対等な個人，私人同士の合意・契約による関係として規制される。民磨翌ﾌ基

本的原則，磨落v想は磨欄I人格，私的所有，契約自由，過失責任という考え方

に基づいている。雇う人も雇われる人も自由で対等な人(磨欄I人格)であり，

自分のものは私的所有(所有権)として保障され，「契約」を通じて自己の

ものを自由に使用，処分でき(契約自由)，自己の行動の結果について他人

に対して「責任」を負うのは危険が予測されたのに注意を怠ったため損害(権

利侵害)を与えた場合(過失責任)である。民磨?私磨?の世界における人，物，

行為，責任についてこのような基本原理に基づいている。したがって雇用労

働関係もこのような考え方，自由・対等な個人という磨落v想によって規制さ

れている。契約自由の原則は契約締結，契約内容決定の自由な合意によるこ
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とから，契約内容である労働時間や賃金，契約の解消・解約も対等な人が合

意によって決まる。その合意である契約は磨欄Iに守られなければならない。

 しかしながら現実に雇用関係に入って賃金を得て生活する人と雇う人は決

して自由，対等な個人同士ではない。例えば，「労働時間」は一日10時間，「賃

金」は月に10万円という契約内容に合意するか否かは雇われる人の自由で

ある。拒否する自由はもちろんある。このような低い条件では働かないとし

て拒否されても雇う人にとっては他に沢山の人がいるからこの条件に固執す

る。これは現在のこととしてみると極端なことのようだが，雇用労働関係に

おける自由で対等な人というのは現実的には虚構ブイクションでしかない

ことを現実は語っている。雇われて働き賃金収入を得ることは生活の基本で

あるかぎり低い条件でも仕方なく合意するということになる。自由，対等な

合意を具体的に実行できるのは常に雇う人の側である。結局のところ民磨浴C

市民磨翌ﾌ原理，基本的思想は素晴らしいものであるが雇用労働関係の現実は

民磨翌ﾌ理念，理想のようにはならないのである。契約内容は雇う側の提示す

る低いものが契約自由のもとに磨欄Iに認められることになる。このような関

係を自由な契約であると放置しておいては個人の生活は困難となり，社会も

不安定なものとなる。ではどのようにしたら具体的に対等な関係ができ生活

できる賃金や人閥的な労働時間が合意できるようになるのであろうか。この

ような実際の不平等な現実を変えて実質的，現実的に対等性を確保しようと

するところがら労働磨翌ｪ生成することになる。

3 労働磨翌ﾌ登場

 労働磨翌ﾍ産業革命による近代産業の進展とともにはじまる。イギリスの初

期工場磨翌ｪ児童，女性という特定の労働者を対象とした主に労働時間を規制

した労働者保護立磨翌ﾅあったように，日本では1916(大正5)年施行の工場

磨翌ｪ本格的な労働立磨翌ﾆして年少者や女子を保護職工として労働時間を規制

した。一方では国家によ特定労働者を対象とした労働保護立磨翌ﾆは別に労働

者集団による自主的な労働条件向上への運動が展開されていく。労働者集団
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の圧力(団結)による労働力取引交渉である。労働停止による圧力(ストラ

イキ)を背景に団体交渉によるより良い労働条件の獲得の方磨翌ﾅある。これ

は当初，国家により禁止(団結禁止立磨?され，やがて磨欄Iに認められてい

く。国家による「労働保護立磨浴vと労働組合，さらにストライキの磨欄I承認

という団結権保障立磨?「労働組合磨浴v)という二つの形で労働磨翌ﾍ展開して

いくこととなる。日本では労働組合磨翌ﾍ戦後においてはじめて制定される。

 労働磨翌ﾌ登場は雇用労働関係は民磨翌ﾌ予定する自由・対等な人と人との契

約関係ではなく雇われる人(労働者)と雇う人(使用者)とは現実社会にお

いては立場上対等ではないことを認めることを意味する。労働者，使用者と

いうように磨翌ﾉおける人間を現実にあわせて具体的にとらえ，実際にも自由・

対等な関係を形成することを目的としている。労働磨翌ﾌ登場によって雇用労

働関係において民磨翌ﾌ人，物，行為，責任についての基本原理は修正をされ

ることとなる。抽象的な人から具体的な人間としての「労働者」，「使用者」

という人間像，契約自由についての立磨翌ﾉよる規制(最低基準の磨嵐?，ス

トライキを認めることによる財産的損害賠償の免責，労働災害についての過

失責任を問わない労災補償などである。今日の労働磨翌ﾍ個々の労働者と使用

者との労働契約関係を規律する磨?個別的労働関係磨?，労働者の団結活動

を保障する磨?集団的労働関係磨?という伝統的な二つの分野に加えて，就

職促進，失業防止，雇用創出などを目的として労働市場を規律する雇用保障

の磨翌ｩらなる三系統から体系づけることができる。

4 社会保障磨翌ﾌ登場

 社会保障磨翌ﾆはどういうものか。それは国民の生活保障を目的とした磨乱ｧ

度といえる。社会保障のシステムがなければ我々は安心して日々の生活がお

くれない。社会保障については，新聞等のニュースで年金問題，医療問題

生活保護受給者の増大など多く報道される。とくに高齢社会における社会保

障はいかにあるべきかが問われている。学生や若い人達には年金問題は高齢

になったときの「遠いはるか先の問題」である。しかし65歳から年金を受給
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するには「20歳から」社会保険としての保険料を納める義務がある。また日

常生活においては事故や病気になり病堰翌ﾅの治療を受けたり，入堰翌ｷること

は誰でも何時でも起きることである。まさに今，明日の問題でもある。また

病気，怪我や失業などによって働けず収入が無くなり蓄えも無く生活ができ

なくなることある。このようなときの生活はセーフティネットとしての生活

保護システムが求濫¥する。さらに全ての人は平等に年齢を重ねて死亡する。

様々な原因によって身体や精神に障害をもち日常生活上のハンディキャップ

をもつこともある。いよいよ高齢になってからの身体の状況は各人によって

異なるが自分の力で日常生活ができなくなったときどうするのか。このため

にあるのが介護保険や社会福祉の磨乱ｧ度である。

 社会保障制度は，われわれ市民の日常生活において遭遇する様々な困難や

事故(これを「生活事故」という)を想定し，生活事故の発生に対して生活

保障を行うシステムである。

例えば，病気やけがをして病堰翌ﾉ行き治療をする場合，医療費は自己負担分

3割であと7割はみんなの社会保険料をプールしたものから支払うので医療

費の負担をあまり心配せずにすむ。また40年にも及ぶ長いサラリーマン(男

女雇用労働者)生活を経た定年後の生活にとって公的年金という所得保障は

不可欠である。社会保障磨翌ﾆわれわれの国民，市民の関係は，憲磨?5条の国

家による社会保障制度における生存権保障ということから，磨洛`式から言え

ば公磨浴C行政磨頼ﾖ係を基本とする。傷病による休職中の生活，死亡した場合

の遺族の生活，定年後の生活などの所得保障や障害や介護の生活上のハンデ

ィ，障害に対するケヤなどの保障は，国家・行政による社会保障システムの

中で行われる。個人の権利である社会保障の給付の争いも給付の決定や不支

給をめぐっての行政争訟という形をとる。そして我々がこのような社会保障

的形式をとる。とくに労働・雇用関係の開始から定下等による終了までをみ

ると社会保険制度に加入することとなり，社会的事故に備えて医療年金，

介護などの保険料を支払うこととなり，労働関係の開始から労働磨翌ﾌ世界が
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始まるとともに社会保障磨翌ﾌ世界も始まることとなり，まさに労働磨翌ﾆ社会

保障磨翌ﾍ表裏一体の磨藍ｪ野であり社会磨翌ﾆいうとらえかたができるのであ

る。

皿 労働磨翌ﾆ関連する磨覧･

 労働磨翌ﾆ社会保障磨翌ﾆ憲磨翌ﾆの関連は，まず憲磨翌ﾌ人権条項(憲磨卵謫�ﾍ

を，憲磨?7条と28条は労働磨翌�ｧ磨莱ｻする根拠としての人権条項である。各

条項はそれぞれ国家による立磨卵[置によって人たるに値する生活保障を共通

の目的理念として，25条は生存権保障を直接の目的とした社会保障磨浴C27条，

28条は，労働関係における人たるに値する労働条件の確保を目的とした労働

磨翌�ｪ拠づけ立磨莱ｻする根拠である。憲磨翌ﾌ人権条項を自由権と社会権とに

区分する意味は国家と人権保障の関係，関わりをみる場合に歴史的にも理論

的にも分かりやすいことによる。国家の介入から自由な人権としての「自由

権」，国家の介入・関与によって具体的になる「社会権」という見方である。

もっともあらゆる基本的人権は国家のその程度や内容に違いはあっても国家

の関与なくして保障されない。多くのテキストや講義において，あるもの(人

権)を区別することの意味はそのことによって，その内容がより良く理解で

きるからでありそうでなければ区別する意味はない。

 労働磨翌ﾌ考え方について憲磨翌ﾆの関連，民磨浴C刑磨翌ﾆの関連はどのような

ものか。このことを理解することで労働磨翌ﾆ憲磨翌笆＠律との関係がよくみえ

てくるであろう。この問題を憲磨?7条2項の勤労者(労働者)の労働条件の

基準は磨覧･で定めるという規定と憲磨?8条の労働者の団結権団体交渉権，

団体行動権を保障するという規定との関係でみてみよう。労働条件の基準を

国家が立磨翌ﾉよって定めるということは，雇用労働関係における労働者と使

用者(会社)との労働契約は民磨翌ﾌ対等な私人同士の契約自由の原則に委ね



一 194 一 (844) 山口経済学雑誌 第58巻 第5号

ないということ，民磨翌ﾌ契約自由の原則の労働立磨翌ﾉよる修正である。基本

的な労働条件である労働時間，賃金，解雇，職場の安全・衛生や労働災害の

補償などの最低基準は「労働基準磨浴v(労基磨?によって定める。磨嵐閧ﾌ最

基準に違反する契約は磨欄Iに無効であり，無効となった場合は磨嵐闃譓?ｪ契

違反については私磨酪纐ｳ効となる(強行規定)のみならず，使用者に対して「刑

罰」によってその最低基準を守らせるという「刑磨浴v(刑罰磨雷K)としての

性格をもっている。例えば，労基磨来癆ｽについての一一番厳しい刑罰は1年以

上10年以下の懲役又は20万円以上300万円以下の罰金である(労基磨?17条)。

労基磨翌�g用者に遵守させその違反を取り締まり，刑罰権の発動を促す国家

行政求頼ﾖとして労働基準監督署があり具体的には労働基準監督官がその仕事

を行っている(その職務の専門性から労働基準監督官は特別の国家試験とし

て行われている)。

 このように労基磨翌ﾍ人たるに値する労働条件を保障することを目的として

(労基磨?条)私磨酪繧ﾍ強行磨雷K(私磨?として，違反を是正取締まる行政

磨雷K(行政磨?として，さらに違反する使用者を処罰する刑罰磨雷K(刑磨?

(ここでは労基磨?が公磨翌ﾆ私磨浴C刑磨翌ﾆいうように単純に区分されるもの

ではない公磨浴C私磨洛Y磨翌ﾆの交錯した社会磨翌ﾆして独自の位置づけなされ

ることの意味が理解できるのである。

 憲磨?8条は労働者の団結権団体交渉権団体行動権はこれを保障すると

いうが，これらの三つの権利(これらを労働三権あるいは労働基本権ともい

う)とはどういうものか，それぞれの権利を保障するとはどういうことか。

憲磨?8条はこの点については何も語っていない。この三権は労働組合を結成

する権利，労働者の労働条件について労働組合という団体を主体として交渉

する権利，労働組合の活動やストライキを行う権利であるが，これらを「権
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利として保障する」とはどういうことか。この権利の内容を具体的に定めて

いるのが労働組合磨?労組磨?である。憲磨翌ﾌ人権条項として戦後あらたに

労働三権が保障されたことは，他の人権条項と同様に，これらの権利は国家

の立磨?磨覧･)でもってしてもそう簡単に奪えるものではないことを意味す

る。この三権を憲磨酪繧ﾌ「権利」(基本的人権)として「保障」するという

ことの具体的な内容は労組磨翌ﾉ盛り込まれているのである。労働組合の結成

と団体交渉による労働条件の決定，ストライキという圧力手段による有利な

労働条件の獲得という労働者の集団的行為は，日本のみならずイギリスをは

じめとした各国において厳しく国家によって禁圧されてきたのが歴史的事実

である。

 自主的に労働組合をつくること，労働組合を通して労働条件につての交渉

をすること，交渉が行き詰ったら一斉に労働を停止するストライキという圧

力をかけること，これらの行為は当初は国家，磨覧･によって禁止されてきた

のは各国とも共通する。とくにストライキという行為は集団の意思により労

働を停止することであるが，この行為は刑磨浴C民磨翌ﾌ世界では許しがたい違

磨翌ﾈ行為となり磨欄I責任を追及されるものとなる。集団の威力で明らかに使

用者の営業を妨害する行為，労働契約違反を共謀する行為として刑磨翌ﾌ網に

かかる行為でもある。また民磨翌ﾌ世界では，労働者個人は労働契約違反とし

て解雇(契約を解約)されることになり，使用者に膨大な損害を与えたこと

を理由に不磨絡s為責任を問われ損害賠償を求められる。

 ストライキを権利として保障するということの意味は，これらの刑磨浴C民

磨翌ﾌ違磨乱ｫからの解放，責任追及をさせないことを意味する。労働組合磨翌ﾍ

憲磨翌ﾉおける労働三権の保障を具体化し刑磨浴C民磨酪繧ﾌ責任をしないことを

明確に規定した。労働組合磨翌ﾉ規定する刑事免責(1条2項)，民事免責(8条)，

不当労働行為(7条1号)としての不利益取り扱いの禁止である。労働者のス

トライキを典型とする争議行為が労働条件の向上を目的としその方磨浴E手段

が正当なものであれば刑事責任を追及しない(刑事免責)，ストライキによ

る損害がいかに大きなものであっても正当な争議行為であれば，使用者は損
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害賠償責任を追及してはならない，正当な争議行為や団結活動(組合活動)

を理由として労働者を解雇したり賃金差別，左遷，降格などを行うことを不

当労働行為として禁止する。とくに不当労働行為は使用者の団結活動を妨害

する行為を禁止するものであり，裁判とは別に行政委員会である労働委員会

で団結侵害行為を迅速に解決するシステムである。

 このように憲磨?8条で労働基本権を権利として保障することの具体的内容

は，労組磨翌ﾉよって刑磨浴C民磨浴C行政磨酪繧ﾌ行政委員会との関連でその内容

が明確にされているのである。労働三権保障と憲磨浴C刑磨浴C民磨浴C行政磨翌ﾆ

の実際的な関連をみることができよう。

 労働磨翌ﾌ中心的な磨覧･である労基磨浴C労組磨翌ﾍ基本的な考え方は今日にお

いても変わっていないが，戦後間もなく立磨莱ｻされたものであり雇用社会の

変化とともに大きく改正されて今日に至っている。とくに労基磨翌ﾌ変化は大

きくまた新たな労働磨翌ｪ次々と制定されているが，以上述べた社会磨翌ﾆして

の特質や基本的な考え方，磨利_理に変化はない。

N 労働紛争解決の多様化と「あっせん」

 労働紛争あるいは労働事件はその解決に向けての方磨翌ｪ多様になって今日

に至っている。例えば，典型的な解雇をめぐる紛争は裁判所による判決，労

働審判による審判，民事調停という裁判所における解決のほか労働行政求頼ﾖ

(労働局，労働員会)による相談，あっせんによる解決というように多様な

方磨翌ｪある。労働紛争について，私はこれまで自治体(労働福祉事務所)の

労働相談におけるあっせん，裁判所の民事調停員として調停，労働委員会に

おけるあっせん，不当労働行為の審査に携わってきた。労働委員会の不当労

働行為の審査を別とすれば，個別労働紛争のあっせんである。その中であっ

せんであるがゆえに当事者の納得できる柔軟な解決ができたと思えるものが

多かった。いくつか紹介してみよう。

(1)民事調停のケース

 民事調停は調停委員2名で行うことが通常である。この調停のケースであ
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るが，営業担当の男性でその主張は3カ月分の解雇予告手当相当分を支払え

というものである。労働者の言い分は，営業成績が悪いのは会社が次々と担

当の営業エリアを変えるので成績が上がらない。これは解雇されたも同然で

あるから金銭を支払ってもらいたいという主張である。使用者(会社)の主

張は営業成績が悪いので解雇したいが可能性をみるためエリアを変えている

との主張である。磨欄Iには解雇予告もされてないので裁判であればこのよう

な主張は認められないことになる。両当事者から本音というものを聞くと労

働者は辞めてもいいが何らかの補償が欲しい。一方会社の方は直ちに解雇し

たいが踏み切れずにまだ働かせてる状態である。このケースおいては双方が

労働契約を解消したいということでは共通している。会社は解雇に伴う磨欄I

トラブルも避けたい。そこで調停では賃金相当額の2カ月分を支払うことで

退職する。退職理由は会社都合による(失業給付の待求頼匇ﾔを少なくする)

ということで合意し調停が成立した。このケースは，磨欄I権利義務を争う裁

判では解決できない問題であるが調停により双方が譲歩することによって解

決をみた。

(2)個別労働紛争のあっせんのケース

 労働委員会において不当労働行為の審査の審査，命令を出すが，担当した

不当労働行為の審査においては，労働組合役員に対する賃金差別，配転を争

うケースが多かった。とくに中小企業のケースが多く使用者は行ってはなら

ない不当労働行為について理解を欠くことが少なくなく，命令を出しても労

使関係が安定しないケースがある。不当労働行為についてはここでは触れな

いが労働委員会での個別労働関係のあっせんについて具体例を挙げてみよ

う。労働委員会におけるあっせんも解雇に関するものが多く，とくに現下の

不況を理由とした会社都合の解雇(整理解雇)についてのものも少なくない。

懲戒解雇のケースと整理解雇のケースをそれぞれとりあげてみよう。

 ある会社で労働者が懲戒解雇されその解雇予告がなされた。労働者からの

あっせん申請の趣旨は「解雇予告の撤回」である。使用者の解雇理由は，経

営内部の業務上の問題を外部求頼ﾖに相談し解決しょうとする態度が改まらず



一 198 一 (848) 山口経済学雑誌 第58巻 第5号

経営の信用を傷つけたことから懲戒解雇したと主張し，労働者は業務に関し

て自分は正しいことをやっているので非難される理由は無いという主張であ

る。このケースでのあっせんのポイントは，労働者は何故，経営の内部で問

題を解決しようとしなかったのか。また使用者は労働者の行為について懲戒

する前にどのくらい注意警告したのかという事実関係である。申請者は内

部で言っても誰も取りあ出てくれないので外部に持ち出し解決しようとし

た，使用者は申請者の繰り返す行為について解雇予告の前に全く事前に注意

や警告をしていないという事実が明らかになり双方とも問題がある。まず問

題となるのは，使用者の事前の注意警告なしの解雇は磨欄Iにも問題がある

ということ，また申請者の方も自己に非は無いとの独善的態度と自己主張の

みで全く周りの同僚からも話を聞いてもらえない孤立した職場環境にあっ

た。双方に問題があるが使用者が懲戒解雇するにあたり事前に申請者の行為

について注意，警告をしていないことが手続的に問題である。申請者の職場

での孤立ということについては自己の態度にも問題があることについて全く

自覚や反省が無かったことも非難されるところである。申請者は今後とも同

じ職場で孤立した状況の中で仕事をやれる自信もないとのことである。使用

者も今後は手続きを踏んで解雇するという姿勢であり申請者に辞めてもらい

たいという意思は変わらない。このケースにおけるあっせんのポイントは，

双方とももはやお互いに雇用関係を継続する意思がないことから，労働者に

も非があるが，それよりも使用者による突煤翌ﾌ懲戒解雇予告に問題があるこ

とを双方に理解してもらうことである。そこで使用者側に譲歩してもらうこ

ととし，円満退職する条件として給料の1年分を「解決金」として支払って

会社都合の合意解約とするあっせん案を提示したところ，使用者は解決金と

して半年分の支払いなら可能ということで双方が合意した。このケースも双

方がこれ以上雇用関係を維持する意思が無いことがはっきりしていたことか

ら解決金として半年間の給与相当分で納得したものである。あっせん案を呑

むか否かは双方の自由であり，さらに労働審判や裁判をするかどうかも自由

であるが裁判等の負担を考えればあっせんで解決できることに意義はある。
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 その他の解雇についてのあっせんのケースは，整理解雇のケースがいくつ

かあったが使用者側に解雇についての磨欄I知識 とくに整理解雇についての

磨欄I問題を知らないケースがあったが，まず解雇の情報提供と具体的な説明

からはじめることが少なくなかったことも事実である。労働者本人に解雇さ

れることに責任がなく経営上の都合による整理解雇には磨欄Iにも厳しい制約

がある。このことを使用者に理解してもらうことが先決であり解雇について

の磨欄I問題を指摘しながらのあっせんが多くなる。そのうえで本ケースで当

事者の納得できる解決案(あっせん案)を提示することが多かった。これら

の解決できたあっせんのケースは，当事者が納得しあっせん案を双方が受諾

したことによるが，裁判や労働審判とは違った迅速，柔軟な解決ができると

いう妙味もある。現在，労働紛争の解決には裁判所による解決のほか様々な

紛争解決求頼ﾖがあるが，解決のためにどれを選ぶかは，当事者の選択である

がそのためにもそれぞれの求頼ﾖの特徴を知っておくことが何よりも大切であ

る。

V おわりに

 学生諸君はこの厳しい就職状況の中で雇用社会に入り，22歳から65歳(定

年)までの間，長いスパンで働いて生活することになる。これまでの長期雇

用はもはや維持できず何回か転職を経て定年になることが通常になってき

た。その間に様々な問題や困難に遭遇することになるがその解決の有力な道

具として社会磨?労働磨浴C社会保障磨?は問題解決のサポートの役割をして

くれるであろう。その知識を社会に出て自分のために効果的に活かしてもら

いたい。そして社会に出てからも変化してやまない社会磨翌ﾌ動きに注目して

自分にとってどのような意味をもつのかを考えてほしい。

(＊本稿は20010年1月20日の最終講義の内容を補足しながらまとめたものである。)


